予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：社会教育費　目：文化財保護費
	事業名　新　銃砲刀剣類検索システム更新費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　教育委員会　社会教育文化課　伝統文化財係　電話番号：058-272-8759

　　　　　　　E-mail：c17768@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        1,948千円（前年度予算額： 0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,948
	0
	0
	1,948
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

・銃砲刀剣類の登録事務等の業務にあたり、現在「銃砲刀剣類検索システム」を活用している。現行の銃砲刀剣類検索システムは平成12年度から導入しており、膨大化した刀剣の登録、個人情報を管理、運用するためには脆弱であり(Windouws98)、またソフトの入ったコンピュータが老朽化しているため、システムの運用上、不具合が度々みられるようになっている。

・日々の刀剣登録業務や警察・県民からの照会に的確に対応するとともに、約８万件の銃砲刀剣類の情報とそれに伴う約50万件以上の個人情報を確かに守り、安定した管理運用体制の確保ため早急に新システムに更新したい。
（２）事業内容

・刀剣登録システムの更新
　　刀剣登録ソフト（アクセスで作成）の更新

　　登録データの移行
パソコン機器、OS、周辺機器の更新
（３）県負担・補助率の考え方

　銃砲刀剣類登録業務は銃砲刀剣類所持等取締法（以下「銃刀法」）第１４条に定められた業務であり、業務遂行に必要な費用について、県が負担することが妥当。
（４）類似事業の有無

　　　　無
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託費
	1,948
	刀剣登録システムの更新

	
	
	630　　　
	システム更新

	
	
	450
	データ移行

	
	
	350
	動作確認、メンテナンス

	
	
	　　220
	マニュアル作成、操作指導

	
	
	153

	パソコン（ＯＳ含む）、アクセス、プリンタ、

ケーブル　外付けHDD

	
	
	    145
	消費税（８％）

	合計
	1,948
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）国・他県の状況

　・　刀剣登録システムは銃刀法に定める業務を遂行するにあたり、平成９年に文化庁から標準的な仕様として全都道府県に配布されたものである。
　・　文化庁からの同システムの更新にともなう再配布はない。

　・　各都道府県において、随時、システムの更新を行っている。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

銃砲刀剣類登録システムの更新を適切に行う。（パソコンの更新を含む）


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H　）
	回
（H　）
	回
（H　）
	　回
（H　）
	％


	○指標を設定することができない場合の理由

刀剣登録事務事業は、銃砲刀剣類の所有者や刀匠からの申請に応じて行う事務業務であり、さらに年度により件数が変動するため、指標を設定することは困難である。


（平成26年度の取組）

	・システムに情報入力を必要とする業務
■新規登録　  年間約600件       ■返納登録（輸出・廃棄）　年間約150件　　
■再交付登録　年間約70件　      ■所有者変更登録　        年間約1400件
・システムによる情報検索を必要とする業務
　　■全国の警察署からの捜査照会　年間約50件　　

■一般、業者からの登録照会　　1日約5～10件　（年間1000件以上）
・システムによる帳票出力を必要とする業務
　　■銃砲刀剣登録返納通知（県公安委員会へ）毎月
　　■銃砲刀剣所有者変更通知（各都道府県公安委員会へ）年4回

　　■銃砲刀剣登録事務報告（文化庁へ）年1回


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成２５年度は新規登録件数：534件、刀匠による製作承認件数：149件であった。登録累計数は81,988件。銃砲刀剣類所持等取締法に基づいた適切な銃砲刀剣類の登録審査により、美術品もしくは骨董品としての価値のある火縄式銃砲等の古式銃砲や刀剣類の登録事務が行われており、美術銃砲・刀剣類の適切な管理と文化財の保護に大きく寄与している。
また全国の警察からの捜査照会に情報提供し早期解決に至るケースや、刀剣業者からの照会の際に偽造された不正な登録証を発見して回収、再審査をするなど、犯罪抑止にも成果を上げている。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	銃砲刀剣類登録業務は、新規登録を始めとして、製作承認、所有者変更、登録証の再交付、輸出手続きの他、全国の都道府県の照会や警察署からの捜査照会など多岐にわたる。迅速かつ適切な業務遂行にあたり、同システムの更新は不可欠である。銃刀法第１４条に定める業務であり、その社会的責任は大きい。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	8万件以上の銃砲刀剣登録データを管理するためには、銃砲刀剣類登録システムは不可欠である。同システムの更新は同業務を遂行する上で有効であり、代替の手段はない。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	県独自で同様のシステムを開発し、安定的に運用するためには、時間も費用も必要である。刀剣登録にかかる業務は休止することができないため、現システムをバージョンアップによって更新することは極めて効率的で、費用対効果も大きい。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
昭和26年から始まった登録制度であるが、登録情報を原簿書類とパソコンによるデータ管理の2元で行っている。60年以上経過した書類の劣化への対応やパソコンの新規パソコンに対応した検索ソフトのバージョンアップが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

銃刀法第１４条に定める業務について、システムの確実な運用・管理は不可欠である。


